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As part of studies on the development of separation process for efficiently separating waste plastics, the ap-

plicability of flotation method to the separation of inherently hydrophobic plastics has been investigated. For
optimizing the flotation operation conditions, floatability measurements of plastics was carried out in solutions

including wetting-agent, and flotation separation using two plastics mixture as well. Moreover, the dense

media separation and flotation process, which has been proposed in this investigation, were examined in terms

of the plastic grade and percent recovery. Polyvinyl chloride (PVC), polycarbonate (PC), polyacetal (POM)

and polyphenylene ether (PPE) were used as test polymers, and tannic acid, sodium ligninesulfonate,

polyoxyethylene lauryl ether, Aerosol OT and saponin as wetting-agents.
The floatability measurements showed that the increased concentration of wetting-agent brings about the

decrease in percent floatability of each of polymers; this might be explained in line with adsorption behavior

of surface-active species. Separation flotation using two plastics mixture indicated that one plastic is suffi-

ciently separated from another in an optimum concentration of wetting-agent. Furthermore, the wetting-agent

mixture was found to improve the efficiency of the separation flotation. Finally, according to the results ob-

tained from the flotation tests, a dense media separation and flotation process was proposed and applied to the

differential separation of the four plastics mixture. It was found that the proposed process satisfactorily sepa-

rated one plastic from others with high grade and recovery at each of the operations; the 100% PPE floats is

obtained with 100% recovery in the dense media separation, the 95.7% PVC sinks with 90.7% PVC recovery

in the first flotation, and the 87.6 % POM floats and the 90.3% PC sinks with 99.2% POM and 83.6% PC recov-

eries, respectively, in the second flotation. We suppose this separation process to be feasible for recycling waste

plastics.
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1. 緒 言

プラスチックは軽 くて丈夫,透 明なものもある。酸素や水 を通

さない,断 熱性があるなど,実 にいろいろな性質のものがあって,

それぞれの特性をいか した使い方がされている。プラスチックは

実用的に便利であるため,年 々その用途が拡大され,消 費量が増

えてきている。そのため,生 産量も増加の傾向をたどっている。

日常生活で使用されている製品のほとんどは,汎 用樹脂と呼ばれ

るポリエチレン,ポ リプロピレン,ポ リスチレン,ポ リ塩化ビニ

ルなどのプラスチックである。例えば,包 装フィルム.容 器類な

どがあり,使 用すれば用がなくなりすぐに捨てられるものが多い。

さらに,こ のような身の回りの製品ばか りでなく,プ ラスチック

は電子 ・電気製品や自動車,情 報 ・通信機器,航 空 ・宇宙開発ま

で広い分野に使用されている1)2)。我が国のプラスチック年間生

産量は,1,200万tを ここ数年続けている。このうち約半分は,プ

ラスチック廃棄物として排出されてお り,そ の処理対策は大きな

課題となっている。プラスチック産業は,現 高度社会における有

用な工業素材供給源として欠 くことのできない重要な役割を担っ

ているだけに,今 後のプラスチック廃棄物処理対策法は極めて重

要な課題と考えられる。

1993年 で は,上 記廃棄プラスチックの36%を 埋 立,53%を

焼却して処分 している。残 りは,成 型 し直すなどして再び製品と

してリサイクルされている2)3)。埋立処理の場合には,地 中でプ

ラスチックが分解されないために埋立地を占領 し,空 隙が多 くな

るために地盤の不安定化を来た し,跡 地利用にも問題を起こす。
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Table 1 Plastics used in this study.

焼却処理の場合には,塩 化ビニル,塩 化 ビニリデンなどの塩素を

含むプラスチックが混入していると,猛 毒であるダイオキシンが

生成することがある。また,焼 却の際に発生する塩化水素ガスの

ために焼却炉に排ガス処理施設が必要 となり,建 設費の高騰につ

ながる。このような見地から,プ ラスチックを回収し,再 利用す

ることが最も合理的であると考えられており,消 費後の収集が拡

大され,各 種プラスチックの分別問題が解決され,プ ラスチック

のリサイクルが生の樹脂製造に代わる経済的な方法 として認めら

れるようになれば,こ の方法の大幅な普及が期待される。

プラスチックをリサイクルするためには,ま ず第一段階として,

廃 棄プラスチックを回収し再生原料 として供給可能とならしめる

よう単一または一定混合比のプラスチックに分離 ・分別.精 製す

る必要があり,こ れを目的として,廃 棄プラスチックの分離法が

1970年 代 頃にいくつか提案されている4)-11)。 しかしなが ら,近

年金属の代替品として需要の伸びが著 しいエンジニアリングプラ

スチック類に対する再生あるいは再使用の処理法についての基礎

資料はほとんど見あたらない12)13)。化学的処理の困難なプラス

チックを経済的に精製するためには物理的あるいは界面化学的分

離法に依るところが大 きく,し たがって,バ ルク特性,表 面特性

などが多種多彩なエンジニアリングプラスチックに対 して浮遊選

別法を適用 した場合に,試 薬の作用特性,分 離特性などを把握し,

相互分離のプロセスを確立していくことは重要な課題である。

本研究では,浮 遊選別法によってエンジニアリングプラスチッ

クと汎用プラスチックの中でも処理法が困難であるポリ塩化ビニ

ルの混合物に着 目した。Table 1に 示すようなポリ塩化ビニル,

ポ リカーボネー ト,ポ リアセタールおよびポリフェニレンエーテ

ルの混合プラスチックを対象 とし,代 表的な湿潤剤として親水性

有機コロイ ドのタンニン酸,陰 イオン界面活性剤のリグニンスル

ホン酸ナ トリウムおよび非イオン性界面活性剤のポリオキシエチ

レンラウリルエーテルなどを単独あるいは混合使用 した系でのプ

ラスチック分離プロセス開発を目的とした基礎試験の結果につい

て報告する。

2. 試料および実験方法

2・1 実験試料および試薬

実験に使用したポリ塩化ビニル(PVCと 略記),ポ リカーボネー

ト(PC),ポ リアセタール(POM)お よびポ リフェニ レンエー

テル(PPE)の プラスチ ックは,い ずれも三菱瓦斯化学(株)よ り

提供を受けたビーズ状試料(粒 度2～4mm)で ある。後述の手

選別を容易にするため,プ ラスチックごとに色は異なっている。

試薬は,湿 潤剤としてタンニン酸,リ グニンスルホン酸ナ トリ

(1) flotation column
(2) cock
(3) flowmeter

(4) needle valve
(5) nitrogen bomb
(6) glass filter

Fig.1 Schematic diagram of experimental appa-
ratus.

ウム,ポ リオキシエチ-レンラウリルエーテル,サ ポニンおよびエ

アロゾルOT,pH調 節剤 として塩酸および水酸化ナ トリウム,

重液調製のための塩化ナトリウムを実験に使用した。

2・2 実験方法

2・2・1 単一 プラスチック系での浮遊率測定 実験に用

いた装置をFig.1に 示す。図中の分離槽の内径は40mm,高 さ

500mm(容 量653ml)で あ る。粒度2～4mmのPVC,PC,

POMお よびPPEの プ ラスチック10gを 所 定濃度の湿潤剤溶液

600mlで10minコ ンディショニングを行った。その後,プ ラス

チックを湿潤剤溶液とともに分離槽に移 し,分 離槽の底部からガ

ラスフィルター(No.3)を 通 して窒素ガスを12ml/minの 流 量

で3min導 入 した。なお,気 泡剤 としてパイン油(添 加量50mg

と一定)を 用いた。浮上 したプラスチックを採取 し,乾 燥重量を

測定 し,浮 遊率を求めた。

2・2・2 2成 分混合プラスチック系の優先浮選試験2

成 分混合プラスチック系の優先浮選 試験 は以下の ように行 っ

た14)。PVC,PC,POMお よびPPEの プラスチックか ら任意の

2種 類をそれぞれ109,合 計209を 所定濃度の湿潤剤溶液3,000

ml中 で撹拝 して10minコ ンディシ ョニングを行い,2・2・

1と 同様にFig.1に 示 される分離装置を用いて3min浮 選 を行っ

た。この場合の分離槽は内径100mm,高 さ400mm(容 量3,140

ml)の ガラス製カラムである。浮上採取 したプラスチ ックを乾

燥させた後,手 選別により各々のプラスチ ックに分離 してそれぞ

れの重量を測定することにより品位および実収率を求めた。

2・2・3 4成 分混合プラスチック系の優先分離試験 重

液選別法と浮選法を組み合わせた分離プロセスによる4成 分混合

プラスチック優先分離試験は以下のように行った。まず,4種 類

のプラスチックを任意の割合で混合 し,409の 供試試料 とした。

この混合試料を重液選別法10)に よ り分離 したプラスチ ックを洗

浄 ・乾燥させた後,第 一段浮選,第 二段浮選を行った。なお,第

二段浮選 は,第 一段浮選で分離 した産物を洗浄 ・乾燥させた後に

行った。また,分 離槽は容量3,140mlの ガ ラス製カラム,起 泡

剤はパイン油(添 加量150mg)を 用 いた。

3. 実験結果および考察

3・1 単一 プラスチックの浮遊率

プラスチック類は高い自然浮遊性を有 し,浮 選法でプラスチッ

ク混合物を優先分離するためには,選 択性の高い湿潤剤の使用が

望まれる。本節では,用 いた4種 類のプラスチックを沈下させる
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Fig. 2 Relationship between conditioning agent and float percent.

conditioning time: 10 min, flow rate of nitorogen gas: 12ml/min, time of aeration : 3min

ために用いる湿潤剤の濃度,溶 液pHな どの溶液条件がプラスチッ

ク浮遊率に及ぼす影響について検討した。

3・1・1 プラスチックの浮遊率に及ぼす湿潤剤濃度の影響

湿潤剤 としてタンニン酸,リ グニンスルホン酸ナ トリウムお

よびポリオキシエチレンラウリルエーテルを用いた場合の湿潤剤

濃度 と浮遊率との関係をFig.2に 示す。この場合の溶液pHは

すべて自然pHの5～6で ある。

湿潤剤にタンニン酸を用いた場合には,PVCお よびPCは タ

ンニン酸濃度250ppmで 浮遊率が15%以 下 に低下 し,顕 著な

湿潤効果が認められる。POMの 浮遊率はタンニン酸濃度の増加

とともに徐々に低下し,濃 度1,000ppmで20%程 度 に低下する。

PPEの 浮遊率はすべてのタンニン酸濃度で浮遊率は80%以 上 で

あ り,タ ンニン酸はPPEの 表面の親水性化にほとんど寄与 して

いないことが認められる。

一般に湿潤剤濃度
,湿 潤剤吸着量,吸 着の配向特性,湿 潤性お

よび浮遊率との間には密接な関係があり,タ ンニン酸濃度を増加

するとPVC,PCお よびPOMの 浮遊率 も低下することから,有

機 コロイ ドであるタンニン酸のプラスチック/水 界面への吸着が

表面を親水性化し,PVC,PCお よびPOMの 浮 遊率 を低下させ

るものと推察される。 また,タ ンニン酸の湿潤効果は,PC知

PVC>POM》PPEの 順で小さくなると考えられる。

湿潤剤 としてリグニンスルホン酸ナ トリウムを用いた場合には,

PVCの 浮遊率は湿潤剤濃度の増加とともに低下 し,300ppmで

10%以 下に低下する。PCの 浮遊率は,500ppmに まで湿潤剤

濃度 を増加す ると75%程 度 に低下する。一方,POMお よび

PPEの 浮遊率はすべてのリグニンスルホン酸 ナ トリウム濃度で

95%以 上 であり,ほ とんど疎水性のままである。 したがって,

リグニンスルホン酸イオンは300ppm以 下 の低濃度領域におい

てはPVC表 面 にのみ極性基を溶液側に向けて吸着し,PVC表 面

を親水性化することにより,PVC浮 遊率を低下 させる もの と推

察される。

湿潤剤にポリオキシエチレンラウリルエーテルを用いた場合に

は,PVCは100ppm以 上,PCお よびPOMは300ppm以 上,

PPEは400ppmに 湿潤剤濃度を増加すると浮遊しなくなり,す

べてのプラスチックは400ppmで10%以 下 に低下する。この

ことより,ポ リオキシエチ レンラウリルエーテルの湿潤効果は

PVC>PC=POM>PPEの 順で小さくなることが考えられる。

3・1・2 プラスチックの浮遊率に及ぼすpHの 影響

Fig.3は 湿潤剤のタンニン酸(1,000ppm),リ グニンスルホン

酸ナ トリウム(200ppm)お よびポリオキシエチレンラウリルエー

テル(200pm)存 在 下で各 プラスチ ックの浮遊 率 に及 ぼすpH

の影響を検討 した結果を示 している。図に示されているように,

タンニン酸およびポリオキシエチレンラウリルエーテル存在下で

はpHを 変化 させても浮遊率は変化 しないが,リ グニンスルホン

酸ナ トリウム存在下ではpHが5以 下の酸性になるに従いすべて

のプラスチックの浮遊率が低下する。以上の結果か ら,タ ンニン

酸のような有機コロイドあるいはポリオキシエチレンラウリルエー

テルのような非イオン性界面活性剤は,溶 液pHが 変化しても分

子の極性基がほとんど影響を受けないため浮遊率 も変化 しないと

推察される。また,リ グニンスルホン酸ナトリウムのような陰イ

オン性界面活性剤を用いるとイオンの極性が失われる低pH領 域

で浮遊率が低下することから,界 面活性剤イオンよりも分子 とし

て存在する方が,プ ラスチ ック表面に吸着 しやす く,し たがって

湿潤(抑 制)効 果 も高いと考えられる。

3・2 2成 分混合プラスチック系の優先浮選

次に本研究で用いた4種 類のプラスチ ックのうち任意の2種 類

を混合 した試料を用い,前 節の結果を参照 しながら,優 先浮選試

験を行った。なお,本 節での実収率は,各 混合試料中のそれぞれ

のプラスチ ックについて全重量に対する浮上 したものの重量百分

率で示 している。また,pH調 節剤は使用せず,す べて自然pH

の5～6で 浮選実験を行った。

Fig.4は 湿潤剤 としてリグニンスルホン酸ナ トリウムを用い

Fig.3 Relationship between pH and float percent.

conditioning time: 10min, flow rate of nitorogen gas: 12ml/min, time of aeration: 3min
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Fig. 4 Relationship between ligninesulfonic acid sodium salt
conc. and percent recovery of plastic in froth.

conditioning time: 10 min, flow rate of nitorogen gas:
12 ml/min, time of aeration: 3 min

た場合の湿潤剤濃度 と実収率 との関係を示 している。いずれの組

み合わせでもPVCは300　 ppm以 上 の湿潤剤濃度で表面が親水性

化 し,浮 上が抑制される。一方,,PC,POMお よびPPEは 湿 潤

剤濃度が増加 しても実収率は80%以 上 であり,ほ とんど疎水性

のままである。したがって,PVCを 含 む混合系では,リ グニン

スルホン酸ナ トリウム濃度300ppm以 上 でほかのプラスチ ック

との分離が可能であることが示唆される。

Fig.5に 湿潤剤としてタンニ ン酸を用いた場合の湿潤剤濃度

と実収率との関係を示す。PVCお よ びPCは,い ずれの混合系

においても250ppm以 上で表面が親水性化 されて実収率が著 し

く低下する。POMは,単 一系に認められたように,湿 潤剤濃度

が増加すると実収率は徐々に低下 し,1,000ppmの 高濃度で20

%程 度 に低下する。PPEは いずれの系でもその表面は疎水性か

ら親水性に変化し難 く,す べての濃度で80%以 上の実収率を示

す,す なわち,タ ンニン酸の湿潤効果は認められない。以上のこ

とから,PVC/PPE混 合系およびPC/PPE混 合系でのタンニ ン

酸濃度250ppm以 上,POM/PPE混 合 系での同濃度1,000ppm

で,PPEの 実収率は80%前 後 の高い実収率を維持 し,PPEが

他 方のプラスチックと分離可能であることが示唆される。

Fig.6に 湿潤剤 としてポリオキシエチレンラウリルエーテル

を用いた場合の湿潤剤濃度 と各混合系におけるプラスチックの実

収率 との関係を検討 した結果を示す。いずれの混合系においても,

湿潤剤濃度を400ppm以 上 に増加すると,表 面が親水性 に変化

するため,実 収率が低下する。 しか しながら,濃 度増加に伴う実

収率低下の傾向はプラスチックごとに異なるため,PVC/PPE混

合系およびPC/PPE混 合系 において湿潤剤濃度 を300ppmに す

ることにより,PPEを それぞれPVCお よびPCよ り分離するこ

Fig. 5 Relationship between tannic acid conc. and percent recovery
of plastic in froth.

conditioning time: 10 min, flow rate of nitorogen gas: 12 ml
/min, time of aeration: 3 min

Fig. 6 Relationship between polyoxyethylene lauryl conc. and
percent recovery of plastic in froth.

conditioning time: 10 min, flow rate of nitorogen gas:
12 ml/min, time of aeration: 3 min
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Fig.7 Relationship between aerosol OT conc. and percent re-
covery of plastic in froth.

conditioning time: 10 min, flow rate of nitorogen gas:
12 ml/min, time of aeration: 3 min

Fig. 8 Relationship between saponin conc. and percent recovery
of plastic in froth.

conditioning time: 10 min, flow rate of nitorogen gas:
12 ml/min, time of aeration: 3 min

Fig.9 Relationship between aerosol OT conc. and percent re-
covery of plastic in froth in a solution of 100 ppm
saponin.

conditioning time : 10 min, flow rate of nitorogen gas:
12 ml/min, time of aeration: 3 min

とが可能である。

Fig.7に 湿潤剤としてエアロゾルOTを 用 いた場合の湿潤剤

濃度と実収率の関係を示す。PVCは 湿潤剤濃度が200～600ppm

の範囲で実収率60%を 示 し,湿 潤剤濃度800ppmで 完全 に浮

上が抑制される。PC,POMお よびPPEに つ いては実収率の湿

潤剤濃度依存性が類似 しており,相 互分離は困難である。

臼9.8に 湿潤剤としてサポニンを用いた場合の湿潤剤濃度 と

実収率の関係を示す。PVCの 実収率は湿潤剤濃度の増加 ととも

に直線的に減少し,濃 度300ppmで プラスチック表面が親水性

に変化している。PVC/POM混 合系,PC/PPE混 合系での粗選

は可能である。

浮遊選別法においては,溶 液中に界面活性剤イオンとその中性

分子が共存する系あるいは2種 類の界面活性化学種が共存する系

では,そ れぞれが単独で存在する系 よりも浮遊性はよくなること

が知られている15)-16)。プラスチックの浮選分離において,2種

湿潤剤併用による効果を把握することは,試 薬の選択性向上ある

いは消費量低減にとってきわめて重要な課題である。そこで,2

種類 の湿潤剤 を併用した場合の効果について以下検討を行った。

Fig.9は,サ ポニン濃度100ppmと 一 定の場合,エ アロゾル

OT濃 度がプラスチック実収率に及ぼす影響を検討 した結果であ

る。図に示されているように,PVC,PCお よびPPEは エ アロ

ゾルOT濃 度600ppmで 完全に表面が親水性化 され,浮 上が抑

制される。同様にPOMは,エ アロゾルOT濃 度800ppmで い

ずれの混合プラスチック系においても浮上が抑制 される。PVC

/POM混 合系,PC/POM混 合系およびPOM/PPE混 合系では,

エ アロゾルOT濃 度400ppmで それぞれPVC,PCお よびPPE

が選択的に抑制されるので,浮 遊挙動に差ができ,分 離可能であ
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Fig. 10 Relationship between aerosol OT conc. and percent re-
covery of plastic in froth in a solution of 200ppm
saponin.

conditioning time: 10 min, flow rate of nitorogen gas:
12 ml/min, time of aeration: 3 min

Fig. 11 Relationship between saponin conc. and percent recov-
ery of plastic in froth in a solution of 50 ppm tannic acid.

conditioning time: 10 min, flow rate of nitorogen gas:
12 ml/min, time of aeration: 3 min

ると思われる。PVC/PPE混 合系お よびPC/PPE混 合 系では,

エ アロゾルOT濃 度200ppmで それぞれPVCお よびPCが 選 択

的に抑制され浮選分離が可能となる。Fig.10は,サ ポニン濃度

200ppm一 定の場合のエアロゾルOT濃 度が実収率 に及ぼす影

響について検討した結果であるが,サ ポニン100ppmの 場合 よ

りもより低エアロゾルOT濃 度領域でPVC,PCお よびPOMの

実収率が低下 し,PPEの 実 収率 も著しく低下する。PVC/PC以

外の混合系ではサポニンの存在下でエアロゾルOT濃 度 をコント

ロールすることにより2種 プラスチックの相互分離が可能となる

ことが確かめられた。

Fig.11お よびFig.12に,タ ンニ ン酸濃度 をそ れぞれ50

ppmお よび100ppmと 一定にした場合,サ ポニン濃度がプラス

チック実収率に及ぼす影響について検討した結果を示 している。

いずれのタンニン酸濃度でも5ppmの 低 濃度のサポニン添加で

PVCお よびPCが 完全に抑制されることが認められる。Fig.2に

示 される100ppm以 下 のタンニ ン酸濃度領域でのPVCお よび

PCの 浮遊率(ほ ぼ100%),お よびFig.8に 示 される100ppm

以下 の低サポニン濃度領域でのPVCお よびPCの 実収率(約70

%以 上)な どと比較 しても,そ の併用の効果が顕著である。PVC

/POM混 合系,PVC/PPE混 合系,PC/POM混 合系およびPC/

PPE混 合系で相互分離が可能であることが示唆される。

本節の2成 分混合プラスチック系の優先浮選分離試験結果を基

に,6種 の2成 分混合プラスチック系において,試 薬とその添加

濃度の最適条件を検討した。Table2に,各 混合系において分離

成績が最 もよかった湿潤剤およびその添加濃度を示す。いずれの

系でも,最 適条件下においては,品 位78.7～99.7%の 浮 上ある

いは沈降産物が73.4～99.6%の 実収率で回収可能である。

Fig.12 Relationship between saponin conc. and percent recovery
of plastic in froth in a solution of 100 ppm tannic acid.

conditioning time: 10 min, flow rate of nitorogen gas:
12 ml/min, time of aeration: 3 min
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Table 2 Results of flotation.

3・3 4種 混合プラスチック系の優先分離

前節 までに得 られた優先浮選試験結果 も参考 に,PVCの

11.1269,PCの11.4279,POMの10.7859お よびPPEの6.711

9を 混合 した総量40.0499の4種 混合プラスチック試料を対象に

優先分離を試みた。その優先分離試験のフローシー トをFig.13

に示す。試験の方法は以下の通 りである。まず,4種 の 中で最 も

比重の小 さいPPEを 浮上産物中に分離 ・回収するために,比 重

を1.099に 調節された塩化ナ トリウム溶液で重液選別を行う。次

に,沈 降産物(PVC,PCお よびPOMの3種 のプラスチック混

合物)を リグニンスルホン酸ナトリウムの500ppmを 含 む溶液

で浮選 を行い,PVCの み を沈下物として回収する。最後に,浮

上 したPCお よびPOMを サ ポニン200ppmと エ アロゾルOT

50ppmの 混合湿潤剤溶液 を用いてPCを 沈 下物,POMを 浮 上

物として回収する。

Table3に 重液選別,第 一段浮選および第二段浮選の試験結果

を示す。重液選別において,PPEは それ以外と完全分離される。

また,第 一段浮選ではPVC品 位が95.7%の 沈降産物がPVC実

収率90.7%で 得 られ,第 二段浮選 においては,POM品 位87.6

%の 浮上産物がPOM実 収率99.2%で,PC品 位90.3%の 沈 降

産物がPC実 収 率83.6%で それぞれ得 られる。

以上,重 液選別法と多段浮選を組み合わせた優先分離プロセス

により,4種 混合プラスチック試料からそれぞれ単一プラスチッ

ク試料 を分離 ・回収可能であることを示 した。

4. 結 言

近年需要の伸びが著 しいエンジニアリングプラスチックを含む

混合プラスチック廃棄中の各プラスチックを分離回収するための

プロセスを開発することを目的に,単 一プラスチックの浮遊率測

定,2成 分 混合プラスチック系での優先浮選基礎試験を行い,浮

選分離プロセスの最適化について検討を行った。また,重 液選別

と浮選 法を組み合わせた優先分離プロセスを提案 し,4種 類 のプ

ラスチックを含有する混合プラスチックの優先分離に適用 した。

Fig. 13 Flow chart of flotaion.

Table 3 Results of separation of plastics.

Density  Seoaration(NaCI sol. d=1.099)

First Flotation

Conditioning agent: Ligninesulfonic acid sodium salt 500ppm

Second Flotation

Conditioning agent: Saponin 200ppm+Aerosol OT 50ppm

得られた結果を要約すると以下のようである。

1) 単一 プラスチック系における浮遊率測定結果では,用 いる

湿潤剤の濃度増加と浮遊率低下が対応関係にあった゜このことよ

り,湿 潤剤が吸着し表面が親水性になることにより浮遊率が低下

することを考察した。

2) 有機 コロイ ドや非イオン性界面活性剤 を用いた場合には,

浮遊率のpH依 存性は認められないが,陰 イオン性界面活性剤 を

用いるとpHが 酸性側に低下するほど浮遊率も低下することから,

界面活性剤イオンよりも分子の方がより吸着しやすいこと,す な

わち湿潤効果が高いことを指摘した。

3) 2成 分 プラスチック混合系において,1つ の湿潤剤 を単独
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で使用するよりも2種 の湿潤剤を併用することにより,試 薬消費

量低減 と選択性改善に効果があることを示 した。

4) 4成 分混合プラスチ ック試料に対して,重 液選別法 と2段

階の浮選法を組み合わせたプロセスを適用することにより,高 品

位の各単一プラスチ ックが得られた。本研究で提案されたプラス

チックの分離プロセスは,プ ラスチック廃棄物の処理へ適用可能

であることを示唆 した。
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